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第２３号議案 

尾張旭市国民健康保険税条例の一部改正について 

尾張旭市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のとおり定めるものとする。 

令和３年３月２日提出 

尾張旭市長 森   和 実  

提案理由 

この案を提出するのは、国民健康保険税の税率等を改定するため必要があるからである。 

  

尾張旭市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

尾張旭市国民健康保険税条例（昭和６２年条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

 

改 正 前 改 正 後 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の被保険者均等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の被保険者均等割額） 

第４条 第２条第２項の被保険者均等割額

は、被保険者１人について２６，４００円

とする。 

第４条 第２条第２項の被保険者均等割額

は、被保険者１人について２５，４００円

とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の世帯別平等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る基礎課税

額の世帯別平等割額） 

第５条 第２条第２項の世帯別平等割額は、

次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める額とする。 

第５条 第２条第２項の世帯別平等割額は、

次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国

民健康保険法第６条第８号の規定により

被保険者の資格を喪失した者であつて、

当該資格を喪失した日の前日以後継続し

て同一の世帯に属するものをいう。以下

同じ。）と同一の世帯に属する被保険者

が属する世帯であつて同日の属する月（

以下この号において「特定月」という。

）以後５年を経過する月までの間にある

もの（当該世帯に他の被保険者がいない

場合に限る。）をいう。次号、第７条及

(１) 特定世帯（特定同一世帯所属者（国

民健康保険法第６条第８号の規定により

被保険者の資格を喪失した者であつて、

当該資格を喪失した日の前日以後継続し

て同一の世帯に属するものをいう。以下

同じ。）と同一の世帯に属する被保険者

が属する世帯であつて同日の属する月（

以下この号において「特定月」という。

）以後５年を経過する月までの間にある

もの（当該世帯に他の被保険者がいない

場合に限る。）をいう。次号、第７条及
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び第２４条において同じ。）及び特定継

続世帯（特定同一世帯所属者と同一の世

帯に属する被保険者が属する世帯であつ

て特定月以後５年を経過する月の翌月か

ら特定月以後８年を経過する月までの間

にあるもの（当該世帯に他の被保険者が

いない場合に限る。）をいう。第３号、

第７条及び第２４条において同じ。）以

外の世帯 ２４，６００円 

び第２４条において同じ。）及び特定継

続世帯（特定同一世帯所属者と同一の世

帯に属する被保険者が属する世帯であつ

て特定月以後５年を経過する月の翌月か

ら特定月以後８年を経過する月までの間

にあるもの（当該世帯に他の被保険者が

いない場合に限る。）をいう。第３号、

第７条及び第２４条において同じ。）以

外の世帯 ２１，８００円 

(２) 特定世帯 １２，３００円 (２) 特定世帯 １０，９００円 

(３) 特定継続世帯 １８，４５０円 (３) 特定継続世帯 １６，３５０円 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の所得割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の所得割額） 

第６条 第２条第３項の所得割額は、賦課期

日の属する年の前年の所得に係る基礎控除

後の総所得金額等に１００分の１．５  を

乗じて算定する。 

第６条 第２条第３項の所得割額は、賦課期

日の属する年の前年の所得に係る基礎控除

後の総所得金額等に１００分の１．８２を

乗じて算定する。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の被保険者均等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の被保険者均等割額） 

第６条の２ 第２条第３項の被保険者均等割

額は、被保険者１人について７，３００円

とする。 

第６条の２ 第２条第３項の被保険者均等割

額は、被保険者１人について８，１００円

とする。 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の世帯別平等割額） 

（国民健康保険の被保険者に係る後期高齢

者支援金等課税額の世帯別平等割額） 

第７条 第２条第３項の世帯別平等割額は、

次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める額とする。 

第７条 第２条第３項の世帯別平等割額は、

次の各号に掲げる世帯の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める額とする。 

(１) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 ６，３００円 

(１) 特定世帯及び特定継続世帯以外の世

帯 ６，５００円 

(２) 特定世帯 ３，１５０円 (２) 特定世帯 ３，２５０円 

(３) 特定継続世帯 ４，７２５円 (３) 特定継続世帯 ４，８７５円 

（介護納付金課税被保険者に係る所得割額

） 

（介護納付金課税被保険者に係る所得割額

） 
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第８条 第２条第４項の所得割額は、介護納

付金課税被保険者に係る基礎控除後の総所

得金額等に１００分の１．６  を乗じて算

定する。 

第８条 第２条第４項の所得割額は、介護納

付金課税被保険者に係る基礎控除後の総所

得金額等に１００分の１．８５を乗じて算

定する。 

（介護納付金課税被保険者に係る被保険者

均等割額） 

（介護納付金課税被保険者に係る被保険者

均等割額） 

第９条 第２条第４項の被保険者均等割額

は、介護納付金課税被保険者１人について

９，６００円  とする。 

第９条 第２条第４項の被保険者均等割額

は、介護納付金課税被保険者１人について

１０，４００円とする。 

（介護納付金課税被保険者に係る世帯別平

等割額） 

（介護納付金課税被保険者に係る世帯別平

等割額） 

第１０条 第２条第４項の世帯別平等割額

は、１世帯について６，６００円とする。 

第１０条 第２条第４項の世帯別平等割額

は、１世帯について６，４００円とする。 

（保険税の減額） （保険税の減額） 

第２４条 次の各号のいずれかに掲げる保険

税の納税義務者に対して課する保険税の額

は、第２条第２項本文の基礎課税額からア

及びイに掲げる額を減額して得た額（当該

減額して得た額が６３万円を超える場合に

は、６３万円）、同条第３項本文の後期高

齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる

額を減額して得た額（当該減額して得た額

が１９万円を超える場合には、１９万円）

並びに同条第４項本文の介護納付金課税額

からオ及びカに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が１７万円を超える

場合には、１７万円）の合算額とする。 

第２４条 次の各号のいずれかに掲げる保険

税の納税義務者に対して課する保険税の額

は、第２条第２項本文の基礎課税額からア

及びイに掲げる額を減額して得た額（当該

減額して得た額が６３万円を超える場合に

は、６３万円）、同条第３項本文の後期高

齢者支援金等課税額からウ及びエに掲げる

額を減額して得た額（当該減額して得た額

が１９万円を超える場合には、１９万円）

並びに同条第４項本文の介護納付金課税額

からオ及びカに掲げる額を減額して得た額

（当該減額して得た額が１７万円を超える

場合には、１７万円）の合算額とする。 

(１) 法第７０３条の５に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、３３

万円を超えない世帯に係る納税義務者 

(１) 法第７０３条の５に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、３３

万円を超えない世帯に係る納税義務者 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除
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く。） １人について １８，４８０

円 

く。） １人について １７，７８０

円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 １７，２２０円 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 １５，２６０円 

(イ) 特定世帯 ８，６１０円 (イ) 特定世帯 ７，６３０円 

(ウ) 特定継続世帯 １２，９１５円 (ウ) 特定継続世帯 １１，４４５円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 被保険者（第１条第２項に規定

する世帯主を除く。） １人について

 ５，１１０円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 被保険者（第１条第２項に規定

する世帯主を除く。） １人について

 ５，６７０円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額 次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額 次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 ４，４１０円 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 ４，５５０円 

(イ) 特定世帯 ２，２０５円 (イ) 特定世帯 ２，２７５円 

(ウ) 特定継続世帯 ３，３０８円 (ウ) 特定継続世帯 ３，４１３円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額 介護納付金課税被保険

者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。） １人について ６，７２０

円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額 介護納付金課税被保険

者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。） １人について ７，２８０

円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 １世帯について ４，６

２０円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 １世帯について ４，４

８０円 

(２) 法第７０３条の５に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、３３

(２) 法第７０３条の５に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、３３
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万円に被保険者及び特定同一世帯所属者

１人につき２８万５千円を加算した金額

を超えない世帯に係る納税義務者（前号

に該当する者を除く。） 

万円に被保険者及び特定同一世帯所属者

１人につき２８万５千円を加算した金額

を超えない世帯に係る納税義務者（前号

に該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について １３，２００

円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について １２，７００

円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 １２，３００円 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 １０，９００円 

(イ) 特定世帯 ６，１５０円 (イ) 特定世帯 ５，４５０円 

(ウ) 特定継続世帯 ９，２２５円 (ウ) 特定継続世帯 ８，１７５円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 被保険者（第１条第２項に規定

する世帯主を除く。） １人について

 ３，６５０円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 被保険者（第１条第２項に規定

する世帯主を除く。） １人について

 ４，０５０円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額 次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額 次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 ３，１５０円 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 ３，２５０円 

(イ) 特定世帯 １，５７５円 (イ) 特定世帯 １，６２５円 

(ウ) 特定継続世帯 ２，３６３円 (ウ) 特定継続世帯 ２，４３８円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額 介護納付金課税被保険

者（第１条第２項に規定する世帯主を

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額 介護納付金課税被保険

者（第１条第２項に規定する世帯主を
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除く。） １人について ４，８００

円 

除く。） １人について ５，２００

円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 １世帯について ３，３

００円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 １世帯について ３，２

００円 

(３) 法第７０３条の５に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、３３

万円に被保険者及び特定同一世帯所属者

１人につき５２万円を加算した金額を超

えない世帯に係る納税義務者（前２号に

該当する者を除く。） 

(３) 法第７０３条の５に規定する総所得

金額及び山林所得金額の合算額が、３３

万円に被保険者及び特定同一世帯所属者

１人につき５２万円を加算した金額を超

えない世帯に係る納税義務者（前２号に

該当する者を除く。） 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について ５，２８０円 

ア 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の被保険者均等割額 被保険者

（第１条第２項に規定する世帯主を除

く。） １人について ５，０８０円 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

イ 国民健康保険の被保険者に係る基礎

課税額の世帯別平等割額 次に掲げる

世帯の区分に応じ、それぞれに定める

額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 ４，９２０円 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外

の世帯 ４，３６０円 

(イ) 特定世帯 ２，４６０円 (イ) 特定世帯 ２，１８０円 

(ウ) 特定継続世帯 ３，６９０円 (ウ) 特定継続世帯 ３，２７０円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 被保険者（第１条第２項に規定

する世帯主を除く。） １人について

 １，４６０円 

ウ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の被保険者均等

割額 被保険者（第１条第２項に規定

する世帯主を除く。） １人について

 １，６２０円 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額 次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

エ 国民健康保険の被保険者に係る後期

高齢者支援金等課税額の世帯別平等割

額 次に掲げる世帯の区分に応じ、そ

れぞれに定める額 

(ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外 (ア) 特定世帯及び特定継続世帯以外
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の世帯 １，２６０円 の世帯 １，３００円 

(イ) 特定世帯 ６３０円 (イ) 特定世帯 ６５０円 

(ウ) 特定継続世帯 ９４５円 (ウ) 特定継続世帯 ９７５円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額 介護納付金課税被保険

者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。） １人について １，９２０

円 

オ 介護納付金課税被保険者に係る被保

険者均等割額 介護納付金課税被保険

者（第１条第２項に規定する世帯主を

除く。） １人について ２，０８０

円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 １世帯について １，３

２０円 

カ 介護納付金課税被保険者に係る世帯

別平等割額 １世帯について １，２

８０円 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の尾張旭市国民健康保険税条例の規定は、令和３年度以後の年度分の国民健康保険

税について適用し、令和２年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 

 

 


